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１．燕三条における研究方法について
　調査研究方法としては、まず、仮説として「燕三条
は環境対応製品（CO2削減できる）の開発が可能であ
る」をあげる。検証は燕三条地域の企業500社を対象
として郵送法を使ってアンケート調査（2008年10月）
をおこなった。96社の回答で、有効回答90社、回答率
18%であった。アンケートは、「環境対応製品開発可
能ですか」だけではなく経営戦略、経営管理の方向か
らも作成した。その結果をデータ解析し、結論を提示
する。
　研究は仮説、検証、結果の三段階としているが、各
段階においての現状が明らかとなっている。燕三条の
地域産業形成を紐解くことによって、新しい産業発生
に繋がる可能性があると考える。本調査においての仮
説「燕三条の企業が環境対応製品開発可能か」によっ
て、各企業のビジョン設定に新技術開発の萌芽が発生
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することを視野に入れている。金属加工技術の集積し
た地域から、現在世界中で研究されている環境対応機
器の可能性検討ができると考える。日本を代表する中
小企業クラスター地域であるので検証した結果、可能
であると結論がでる可能性が高いと思われる。
　日本を代表する中小企業クラスター地域である燕三
条において、これまでの「ものづくり」技術（洋食器、
家庭金物、金属加工、建材加工、機械部品、合金製造、
その他）を応用し環境対応製品開発が可能かのテーマ
により、地域研究を行う。燕三条は1600年初頭から和
釘の製造を始め、その後1880年の東京大火災のための
洋釘の需要によって飛躍的に発展し、機械化が進行し
たのである。その後、和釘の市場が衰退するなかで江
戸時代からの技術を活用して銅器、煙管、ヤスリなど
の金属加工に取り組んだ。1914年の第一次世界大戦に
より、ヨーロッパにおける生活用品の不足を補うこと
でスプーン、フォークなどの金属洋食器の製造が活発
化したのである。その後の輸出品製造の基盤が形成さ
れ、やがてステンレス製に転換してアメリカ向け生活
用品製造によって飛躍したのである。
　しかし、アメリカ経済貿易摩擦問題が発生し、1954
年以降の集中豪雨的輸出により、輸出の自主規制が行
われた。燕三条の地域産業が良い面ではクラスター地
域のシナジー（Synergy：相乗）効果によって洋食器
産業のブランド化ができたことである。マイナス面と
して同地域同製品製造は景気が悪化すると地域全体が
疲弊する現象がでることである。近年は新たなイノ
ベーション（Innovation：技術革新）を繰り返し、ス
テンレス加工技術の進歩により、多様性を兼ねた地域
産業としてさらなる発展をしている。問題点としては、
地域産業全体がすべての方向を向くというスタイルは
低価格量産、輸出産業市場が開けている時代に効果的
であったが、現代では個性的な製品、高付加価値製品
が求められる現在、クラスター化によって同じ製品群
製造は将来的発展に疑問がある。よって新たな産業と
して環境対応機器製品開発の可能性を検討する必要が
あると提言したいと考える。
２．燕三条における産業集積と環境問題
　わが国においては、伝統的に地域に特有の産業が集
積されてきた。江戸時代において各藩が競って藩内の
特産品づくりに力を注いだために、地場産業と呼ばれ
る工業が各地に発達した。今日の地場産業の約30％（中
小企業白書［1988］）は江戸時代に成立している。明
治時代以降の地場産業は官営の八幡製鉄所（現在の中
小企業集積地、北九州市）や呉の造船所などは、政府
の政策と結びついて発展したのである。また、企業城
下町として発展した豊田は、自動織機から自動車産業
へ、日立は、日本鉱業の日立鉱山の電機部門が発展し
た地域である。さらに、燕の洋食器は輸出型産地とし
て形成されてきた。地場産業は多様であるが特色とし
て、清成ら［1996］『中小企業論』によると①特定地
域に生まれた歴史と伝統をもつこと、②特定地域に中
小零細企業集団を形成し、集中立地をしていること、
③産地の生産販売構造が、産地単位の社会的分業体制
をとっている、④その地域独特の特産品的な消費財を
生産していること、⑤市場はローカル市場だけでなく、
県外あるいは全国さらに世界に広がっていることと、
指摘している。
　また、清成らは地場産業の経営課題と対策方向とし
て、「経営の高度化・近代化」を求めている。地場産
業の場合は内職的あるいは生業的な形で発展してきた
ところも多く、経営規模が小さく、設備が貧弱、労働
環境が劣悪、雇用関係が不備などのマイナス面の改善
が求められている。今後は、人材育成、技術力の向上、
情報化など、より先進的な高度化を促進すべきである。
さらに、経営者をはじめとして、若手経営者、経営幹
部候補生の教育、あるいは女性従業員活性化など、さ
まざまな角度から人的資源の育成が求められている。
技術面では、現場技術者のレベルアップと先端技術の
導入が急がれる。
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３．燕三条の多彩な製品群
　上越新幹線は、江戸時代に２週間を要した道のり
を、今は２時間で結ぶ。新幹線の燕三条駅は、三条市
と燕市の中間点に位置し、北陸道の三条燕インターと
隣接している。この地域は五十嵐川と信濃川の合流点
の湿地帯であったが、現在は複合金属加工基地の中心
となっている。駅西側に新潟県県央地域産業振興セン
ターがあり、燕三条の多彩な製品のショールームと
なっている。そこには、洋食器、利器工匠具、作業
工具、ハウスウェア（食卓・台所用器物）、DIY用品、
機械部品が多く展示されている。新製品群としては、
魔法瓶、軽家電（調理器具、時計、ラジオ、照明器具）、
冷暖房機器、温水機、ゴルフ用品、スポーツ用品、自
動車部品、建築設備、住宅機器、インテリア、医療器、
衛生機器、容器など多岐にわたっている。
　燕三条の得意とするのがステンレス製品の深絞り加
工であり、ステンレスを中心とする全国屈指の複合金
属加工地域として基盤を確立している。取引先は関東
地域を中心に全世界に広がっている。燕三条の企業集
積はすでに、燕、三条と切り離しては語れなくなって
いる。最大の特徴は、中小企業の町として発展してき
たことである。大企業のような中央集権型の開発機構
を持たない地方圏の中小企業集積地域において、この
ような生産システムが形成された基礎には、転換の中
で蓄積された金属加工技術のネットワークがあること
である。（中小企業金融公庫調査部・寺沢清二［1994］
『挑戦する中小企業』中央経済社  106-107頁参照）
　長い歴史をもっている燕三条であるが、必ずしも同
じ企業が生き残り続け、転換を果たしてきたわけでは
ない。現在、燕三条の中核となっている企業は戦後の
創業である。転換の歴史の中で多くの企業が姿を消し、
新たな担い手が誕生して脈々と生き続けたのは産地に
集積された技術・ノウハウである。（中小企業金融公
庫調査部  111頁参照）
　技術・素材転換と新製品開発の連鎖を見ると、各時
代の主製品は突然変異的に生まれてきたものではな
い。それらを結ぶのが、加工技術と販路の系譜である。
既存技術の応用により新製品が開発され、他方、既存
の販路にのせることができる新製品を探し、不足する
技術は外部のものを導入してきた。外部から導入した
技術は、産地製品になじむ形に熟成し、次の新製品開
発に繋げている。そして技術・販路・新製品の相互連
携により、次々と転換が実現してきたのである。燕三
条が開発したハイテク技術は数多く、ステンレスポッ
トも内外瓶を一体成型する方法が実用化されている。
数工程に分断された溶接を連続工程でこなす工夫がさ
れた。生産性が向上するだけでなく、打撃や腐食に強
く、また他の製品にも応用されている。高精度の超深
絞りでも内圧にむらは生じない。従来、鋳物やハン
マーで生産されてきた鍛造品をプレスでこなす技術や
チタンの酸化発色といった新技術が次々と開発されて
いる。
　製品開発のヒントは無限にあり、ハウスウェアは容
器であって、その応用範囲は台所から産業分野へ広
がっている。工具とドア開閉部品の形状・要求強度が
似ていることから新規受注開拓に成功した例もある。
ザルからアウトドア製品、このような製品開発展開な
ども見られる。また産地内の技術交流も盛んに行われ
ている。地場産業振興センターには、もう一つの多彩
な製造技術が展示されている。それは特殊な技術では
なく、モノ作りの基本となる基礎的加工技術である。
素材処理、板金、鍛造、金型、プレス、プラスティッ
ク成型、切削、熱処理、溶接、研磨、メッキ、塗装、
彫金、チタン発色、などである。新たな技術の習得に
は、外部技術の導入が最大限に利用され、江戸時代以
来、各地との盛んな交流がその下地となった。全国か
ら最先端の技術を取り入れ、固有の技術と組み合わせ
ることにより、燕三条の生産システムが確立されたの
である。（中小企業金融公庫  114-117頁参照）
　中小企業金融公庫総合研究所［2007］の「中小公庫
レポート」によると、燕産地におけるインタビュー結
果から以下の３点が判明した。①燕産地が有する各種
の機能については燕産地への重要搬入を担う企業群
や、生産機能を担う企業群は、それぞれが主体的な経
営戦略にしたがって行動し、需要搬入先や生産拠点を
広く選択するようになっている。②燕産地内部の構造
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改革については産地企業それぞれが主体的な経営戦略
に従って取り組む事業展開のなかには経営資源を有効
に活用する企業再編や新たな需要搬入ルートを形成す
るために個別企業、連携企業体が試みる販路開拓、そ
して、燕産地の生産機能強化に対する個別企業の取り
組みが必要である。③燕産地の組織構造の地理的拡大
については燕産地外の国内他地域に本格的に拠点を設
け、営業活動や情報収集活動等を展開している。さら
に、産地企業は、低価格品、価格競争の激しい製品、
量産品の生産拠点として中国を選択し、それらに係わ
る経営資源を中国に移転している。燕産地の組織構造
が従来の地域内に止まらず、地理的に大きく拡大して
いる。
　このようななかで、燕産地では、多品種、少量、短
納期、厳格な品質管理、ユーザーとのすり合わせ、特
注、複雑、職人の手作業、研究開発、高付加価値等の
キーワードに該当する製品が生産されるようになって
いる。燕産地自体は、産地企業それぞれが相互に作用
し合うことによって、多品種・少量・短納期・厳格な
品質管理といったきめ細かな対応力や製品開発力を特
色とする産地に変容してきている。
４．燕産地の発展可能性
　中小企業金融公庫総合研究所によると今後、さらに
拡大できると考えられる製品分野２点を提示してい
る。１点目は洋食器と金属ハウスウェア分野であり、
燕産地が、この分野において、再び世界的な供給地と
なる方向性は非常に難しい。だからといって、成熟度
の高い製品分野であることが発展の阻害理由にはなら
ない。この分野の国内市場は、今後も縮小するかもし
れない。しかし、今後の国内市場が「多品種・少量・
短納期・厳格な品質管理・きめ細かな対応」をより一
層求めるならば、それは、燕産地の特色を活かせる分
野である。一方、低価格品、量産品等の分野では、中
国に優位性があるという現状について、それは必ずし
も固定的ではなく、たとえば、燕産地が取り組んでい
るユーザーへの直接販売等は、小売価格を引き下げる
効果を有している。こうした取り組みを通じて、燕産
地は価格競争力を取り戻す可能性がある。そして、ス
テンレス鋼材の価格が国際的に高騰しており、中国製
品と国際品の価格差が縮小しつつある。このことも価
格競争力を取り戻す追い風の要因である。価格優位性
の有無を背景にした中国とのすみ分けが変われば、産
地企業の活躍の場は広がる。
　２点目は、洋食器と金属ハウスウェア以外の多様な
産業分野である。近年の燕は、一つ一つのロットは小
さいにしても、多様な産業分野にわたる金属製品に取
り組むことにより、自らの特色を活かし発展してきて
いる。この方向性は、今後も引き続き維持されると考
えられ、そのことは、産地企業のこれまでの実績、商
工会議所を事務局とした共同受注活動の現状、燕の知
名度を活かした営業活動の展開等により明らかになっ
た。また、燕の地価や労働コストは大都市圏と比較し
て低く、燕に立地すれば、同じコストでも生産設備を
充実させられるというメリットもある。また、ステン
レス鋼材価格の国際的高騰にともない、中国製品との
比較で一定の価格優位性を取りもどす可能性について
は、洋食器・金属ハウスウェア分野と同様である。燕
は三条とともに引き続き多様な産業分野の需要を取り
組みながら、発展する可能性がある。（中小公庫レポー
ト［2007］32-33頁参照）
５．地域資源を活用した事業展開の促進
　各地域には産地の技術、地域の特色ある農林水産品、
観光資源といった、地域の強みとなる「地域資源」が
数多く存在している。しかし、地域の中小企業が「地
域資源」を活用した地域産業作りを進めるためには、
いくつかの解決しなければならない課題がある。そこ
で国は、「中小企業地域資源活用プログラム」を創設
し、中小企業の「地域資源」を活用した事業展開を支
援している。わが国経済の安定的・持続的な回復を着
実なものとしていくためにも、地域がそれぞれの強み
を活かして、自立的・内発的な経済発展を目指すこと
は、大変重要である。「地域資源」は、中小企業にとっ
て域外に事業展開する際の有効な差別化要素となる。
地域の中小企業が、「地域資源」を活用した創意ある
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ンバーワンのシュアを持つ製品を製造している場合も
あり、中小企業のすぐれたコアコンピタンス（Core 
competence：中核能力）を見ることができる。スロー
ガンをみると東大阪市は「人工衛星を打ち上げよう」
また福岡市は「日本一元気都市」、北九州市は「ロボッ
トの町」なと、地域の特性を理解しコアコンピタンス
を前面に打ち出している。燕三条は「レアメタル都市」
と呼びたい。
　日本、アメリカを初め、世界各国で中小企業により
高度な経済システム、工業化が推進されている。各国
の企業に占める中小企業の占有率は高くなっており、
そのことが産業界全体を押し上げていると言っても過
言ではない。大企業のブランド力に、多くの中小企業
が負けている。コンシューマが商品を手にした時、最
後に物を言うのがこのブランド力である。しかし大企
業も元は殆んどが中小企業からスタートアップしてい
る。今回は燕三条における中小企業・ベンチャー企業
の調査研究を分析して現状を見つめてみたいと考え
る。
　中小企業経営において経営戦略が今ほど重要視され
ている時代はなかった。経営戦略は1960年代に台頭し
た。それ以前はビジネス・ポリシーとして研究が進め
られていた。神戸大加護野教授によると経営戦略はど
んな市場で競争するのか、どのような国に進出するか、
投資家との関係のあり方はといった問題がある。企業
とは「環境の中に生きている生き物である」と定義さ
れた。マネジメントとは企業という存在を運営し導く
ことを指す。マネジメントは環境のマネジメント、組
織のマネジメント、矛盾と発展のマネジメントの三つ
が考えられる。マネジメントを主体的にリードするの
が経営者、管理者である。環境マネジメントの基本目
的は、「企業が成長すること」と「企業がリスクを削
減できること」のニつである。成長のための戦略とし
ては、「競争への対応」、「事業範囲の拡大・縮小」、そ
して「制度の選択」があげられる。なぜ戦略が必要か
というと短期的な観点からその都度最もよいことを
やっていては本質的な目的を達成できない可能性があ
るからである。そのために将来の構想を考える戦略が
必要となる。
取り組みを行い、製品・サービスの差別化を図ること
により、大都市圏や海外市場への展開も視野に入れた
地域産業作りを進めることは、地域全体の活性化に繋
がると考えられる。
　しかし、以下の２点の課題を解決する必要がある。
①市場調査、商品企画・開発、販路開拓等に必要なノ
ウハウや人的ネットワーク、資金、人材等を確保する
ことが容易ではなく、域外市場を狙った新商品等の開
発・事業化を迅速に実現することが難しい。②域外市
場に関する情報や人的ネットワークが不足しており、
「地域資源」の本来の価値を認識して、新しい取り組
みにつなげる動きが起こりにくい。また、地域ブラン
ドの確立など、地域全体で「地域資源」の価値を高め
ていくという取り組みを進めることが難しい。「地域
資源」の活用を促進するために、2007年６月29日施行
の「中小企業地域資源活用促進法」が制定された。同
法は、中小企業地域資源活用プログラムを具体化する
法律であり、各地域の「強み」である産地の技術、農
林水産品、あるいは観光資源といった「地域資源」を
活用して、新製品や新サービスを開発し、域外マーケッ
トを狙ってその市場化に取り組む中小企業に対して、
ノウハウ面と資金面の支援を組み合わせて支援してい
る。
６．「レアメタル都市」燕三条
　世界を見渡せば、そこには一握りの大企業と多数の
中小企業・ベンチャー企業が存在している。また、世
界のリーデングカンパニーの回りには無数の中小企業
があり、大企業の展開を根底から支えている。中小企
業の中にはオンリーワン企業も多く存在しており、世
界的なシェアを持つ企業が現れている。中小企業がク
ラスター化することによって地域、国が成長でき、や
がてその中から大企業へと変革する企業も現れる。日
本のクラスター地域は、各工業地帯に存在している
が、特に燕三条、鯖江、川崎、浜松、名古屋、東大阪、
神戸、広島、北九州、長崎などが代表例である。クラ
スター地域には、さまざまな分野の企業が立地し、地
域経済を底支えしている。その中の企業で、世界ナ
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　アントレプレナー（Entrepreneur：起業家）は、
何もないところから発生する。それは起業意識、起業
知識、起業実践を備えた果敢に挑戦するハイリスクハ
イリターン型の人間によって発生させられる。バイグ
レイブは、1994年に起業家発生を「引き金を引く」と
いうことばで表現した。これは「爆発」ということば
と同じ意味をもっている。アントレプレナーは、起業
の意思決定をどのようにおこなうのか疑問であるが、
意外と単純な理由が多いと考える。たとえば「高級車
がほしい」、「豪邸に住みたい」、「異性に興味をもって
ほしい」、「人を動かしたい」などである。また外部要
因としては、「地域」、「家庭」、「学校」、「会社」など
があげられる。
　燕三条における調査結果から、アントレプレナーは
41.1％であった。とくに、人口比における「社長」の
割合日本第一位は三条である。よって、このように高
いアントレプレナー率がでるのである。日本を代表す
るアントレプレナー地域は、京都・浜松といわれてい
るが、レアメタル都市燕三条もそれに匹敵している。
アントレプレナーの多い地域は発展可能性の高いとこ
ろでもある。
７．中小企業・ベンチャー企業の成長
　中小企業の成長パターンは、スタートアップ期、成
長期、安定期・再成長期の三期に分けられる。ベン
チャー企業の成長パターンは、シード期（種まき）、
スタートアップ期（企業設立）、アーリーステージ期
（急成長）、グロース期（安定成長）となっている。中
小企業のスタートアップ期とは、創業期からその後に
続く時期である。ベンチャー企業のスタートアップ期
は、シード期に続く二段階と考えられている。シード
期はベンチャー企業にとって、欠かすことができない
時期であり、ここに登場するのはメンター機能をもっ
たエンジェルである。
　中小企業の創業からスタートアップ期、成長期、安
定期・再成長期におけるプロセスについて、主要因を
取り上げる。中小企業が創業に至るのは、創業者のイ
ノベーションによるところが大きく、そして、新製品
を世に出したいという意思決定による。
　意思決定は個人や企業体、組織体に必要不可欠な選
択問題と捉えることができ、経営のビジョン、ミッショ
ンを共同でおこなうことができる環境を設定する重大
な行動であると考える。スタートアップ期は経営基盤
を固めた後に成長していく時期であり、ある企業は中
堅企業に成長し、ある企業は中小企業に留まる。清水
［1986］は、安定期・再成長期は、それまで成長して
きた企業がいろいろな理由で安定成長に移り、しばら
くして再び体制を立て直し、再成長していく時期であ
り、この再成長に成功した企業が大企業になっていく
と述べた。（清水龍瑩［1986］中堅・中小企業成長論 
6-8頁  千倉書房参照）
　中小企業・ベンチャー企業はアントレプレナーに
よって、ある日に意思決定されシード期に入り、その
後、右肩上がりないし急な右肩下がり現象をおこす。
Ａという出口に到達する企業または、Ｂという非IPO
安定企業、Ｃなどの地域の安定企業へと発展する。
　調査対象の燕三条の中小企業・ベンチャー企業のス
テージは、グロース期という安定成長期が35社38.9％
という結果が明らかになった。地域産業にとっては安
定が一番であるが、今後の地域産業クラスター間の競
争を勝ち抜くうえではマイナス要因となる可能性もあ
る。
　1982年から1986年は技術革新による新規企業の成長
とリスクキャピタルの供給増加によるベンチャー循環
が初めて形成された。この循環は日本経済の第二の石
図表１　燕三条のアントレプレナー　ｎ＝90
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図表２　中小企業・ベンチャー企業の成長と出口経営戦略
（出所）筆者作成
成長度 出口
銀行・信販・生保
非IPO安定企業
ベンチャーキャピタルおよびファンド
中小企業投資育成会社
エンジェル
シード期 スタートアップ期 アーリーステージ期 グロース期 時間
個人投資家 失敗企業（廃業・倒産）
地域の安定企業
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
IPO
M&A
入口
意思決定
図表３　燕三条の企業の成長ステージ　ｎ＝90
シード期3（3.0%）、スタートアップ期4（4.4%）、アーリーステージ期5
（5.6%）、グロース期35（38.9%）、どちらでもない38（42.2%）、無回答5（5.6%）
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図表４　燕三条の企業が株式上場を目指しているか　ｎ＝90
目指している2社（2.2%）、目指していない80社（88.9%）、すでに上場し
ている0社（0%）、どちらでもない6社（6.7%)、無回答2社（2.2%）
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油ショックからの回復とともに次のような要因を背景
としていた。第１には再びアメリカを起点とする新た
な技術革新の展開であった。半導体のLSI，CPUの開
発が技術革新の上昇波を創りだした。アップル、デル、
コンパックなどのコンピュータメーカーやマイクロソ
フト、インテル、ロータスなどの関連ソフトベンチャー
が創業し、成長した。また、1990年代のIT革命の基
盤技術を開発したサン・マイクロシステムズ、シスコ・
システムズなどの創業もみられた。さらに情報、ソフ
ト分野以外でもジェネンテックス（バイオ産業）、フェ
デラルエキスプレスなどの新産業が成長の牽引力と
なったベンチャー企業が発生した。
　日本では、同時進行的に半導体装置関連、パソコン
ハード、ソフトなどのベンチャー企業が多く発生し
た。1981年にソフトバンクがスタートし、任天堂がイ
ノベーションを果たしファミリーコンピュータ分野に
おいて急成長した。シュンペータのいうところの「新
結合」が動きだしたのである。新技術の課題としては、
売れる商品が新技術であるということを忘れてはなら
ない。日本で開発されたトロンが衰退したのに、なぜ
マイクロソフトのウィンドウズが発展したのかに注目
する必要がある。
８．イノベーション経営戦略
　プロセス型戦略は、イノベーション志向の戦略であ
る。イノベーションはしばしば辺境から生まれる。イ
ノベーションには高い不確実性が常に存在しているた
めに組織の中央部ではなかなか受容されない。さらに
イノベーションは本来、個人の強い独創性とか起業家
精神によってひき出される。３Ｍ社はイノベーション
の性質から社内ベンチャー制によるイノベーション創
発を狙っている。日本企業にとって今後イノベーショ
ンが企業存続の鍵となる。イノベーションは一人の天
才から突発的に生まれることは少なく、その多くは小
さなイノベーションの積み重ねである。
　日本企業の多くはこの小さなイノベーションを積み
上げそれを大きなイノベーションに育てる能力を持
つ。トップダウンではイノベーションは育たない。成
員の強い意思が必要である。経営戦略が明確化された
企業においては、組織は一糸乱れぬ行動をとることが
できる。人間にたとえれば、「生き方」の明確化であ
る。家庭における「家訓」のようなものである。企業
経営においては今、家訓に相当する戦略が求められる
図表５　燕三条の企業における技術力　ｎ＝91
先端技術である14社（15.6%）、一般技術である63社（70.0%）、どちらで
もない12社（13.3%）、無回答2社（2.2%）
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図表６　燕三条の企業におけるイノベーション　ｎ＝91
イノベーション企業である14社（15.4%）、一般企業である63社（69.2%）、
どちらでもない12社（13.2%）、無回答2社（2.2%）
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のは、個々の企業に従事する従業員の価値観が多様化
したからである。製品開発にしても、経営計画にして
も先が読めなくなってきたからである。不確実性の時
代に必要なことは大胆な権限の委譲とボトムアップの
意思決定である。（金谷貞夫［1985］『中小企業の経営
戦略』日本労働協会  39-41頁参照）
　コアコンピタンスは企業の成功要因としての中核技
術ないし組織能力を指す経営戦略用語である。企業
の競争優位の源泉を問う経営戦略論には企業の成功
要因を組織外部の戦略的位置づけに求めるポジショ
ニング・アプローチと、その要因はむしろ組織内部
の自社特有の能力にあるとする資源ベース・アプ
ローチがある。ハメルとプラハラッド（G.Hamel and 
C.K.Prahalad）は1990年の論文において、当時の日本
企業の強さに着目することによって、多角化戦略の成
功要因として中核技術ないし組織能力の決定的重要性
を明らかにした。（経営教育事典  41頁参照）
９．コアコンピタンス経営戦略
　次に燕三条の企業にベンチャーキャピタル出資があ
るかをみるが、その前に日本のベンチャーキャピタル
の状況を述べたいと思う。日本のベンチャー企業にお
ける循環と資金では、ファンド組成が2004年の法改正
により投資事業有限責任組合制度となり、ファンドの
投資内容も出資に加え融資や債権取得もできるように
なった。また、投資対象範囲も拡大することによって、
ベンチャーキャピタルのみならず、バイアウトファン
ドや事業再生ファンドも活用できる組合制度となって
いる。
　さらに筆者は、アメリカのベンチャー企業への資金
提供者と提供の条件およびファイナンスの実際を検討
した。これにより高成長ベンチャー企業に対する資金
提供者は３つのカテゴリーに区分できる。①創業者自
身、家族、親戚、友人の出資、②ベンチャーキャピタ
ルによる出資、③ビジネスエンジェルによる出資であ
る。したがって３つのカテゴリーの育成が必要と結果
づけられる。
　日本のベンチャーキャピタルを論点として、筆者は
まず創造法とベンチャーキャピタルをとりあげ、1994
年施行の「創業支援事業」、1995年の「中小企業創造
活動促進法」による支援策を明らかにし、ベンチャー
企業への支援の重要性を検討した。さらにベンチャー
キャピタルの投資プロセス、ベンチャーキャピタル資
本の回収について今後の検討が待たれる。
　ベンチャーキャピタルの投資活動は、まず投資案件
のふるいわけ、投資案件の評価、検討、審査、契約の
締結等のステップがある。アメリカでは、起業家が事
業計画を文書化して、ベンチャーキャピタルに提案す
ることが常識となっている。したがって、ベンチャー
キャピタルは、自身で営業活動をおこなう必要性があ
まりない。審査の時にベンチャーキャピタルは事業計
画に基づいて、投資候補企業の現在価値を推定するた
めに、いくつかの公式をもちいる。先行して発展を続
けるアメリカのベンチャーキャピタルを研究すること
は、今後の日本のベンチャーキャピタルの方向性を決
定する意味で重要であると考えた。歴史を振り返ると、
すぐれた技術を開発して、旺盛な企業家精神にあふれ
た個人が新企業を創業し、それにリスクキャピタルの
供給が結合して、その時代技術革新、産業構造の高度
化に先導的な役割を果たしてきたのである。そのリス
クキャピタルがベンチャーキャピタルである。
　さらにベンチャーキャピタルの直接金融と事業形
態、ベンチャーキャピタルの変容を検討した。とくに
アメリカの中小企業投資育成会社の設立と法整備が、
図表７　燕三条の企業におけるコアコンピタンス　n＝90
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シード期、スタートアップ期、アーリーステージ期の
ベンチャー企業に強い味方となった。アメリカにおい
てベンチャーキャピタルは不足しておらず、継続して
資本の新規源泉を創出する強い金融システムを有して
いると言える。さらに筆者は、新規公開企業のベン
チャーキャピタルからの投資状況について論じた。果
敢に挑戦する企業に果敢に投資するベンチャーキャピ
タルの投資行動を分析研究し、実際の上場企業104社
のIPO（Initial Public Oﬀering：株式公開）までの年
数とベンチャーキャピタルの関与について述べた。他
にベンチャーキャピタルの至福から苦悩への道、IPO
メカニズム、配分と価格設定の検討をおこなった。そ
の内訳は投資資金量と案件数、ベンチャーキャピタリ
スト、ベンチャーキャピタリストへの報酬の決定、資
本市場の罠などである。ベンチャーキャピタルのベン
チャーキャピタリストは投資行動に大きな権限と力を
もっており、ベンチャーキャピタルを研究するうえで
欠かせない存在である。
　日本の株式公開企業のIPOまでの年数とベンチャー
キャピタルの投資会社数との回帰分析をあげたい。こ
の分析の結果は散布図として提示した。最後に筆者
は、日本最大のベンチャーキャピタルジャフコの投資
とMBO（Management Buy-Out：経営陣による買収）
経営戦略についてのインタビュー調査を基礎としたベ
ンチャーキャピタル投資の実際を明らかにした。その
フルライン投資体制について以下に述べる。①バイオ
テクノロジーやナノテクノロジーに代表される産学連
携投資、②IT分野ならびにニューサービス分野を中
心に成長企業への投資、③一定の事業基盤を持つ中堅、
中小企業の新たなチャレンジや体質改善のためのリス
クマネーを提供するデベロップメント・キャピタル投
資などである。企業と産業に関する要素によって左右
される投資ラウンドごとの機関と投資総額についての
回帰分析をとりあげた。ゴンパース・ラーナーによる
ベンチャーキャピタルから投資を受けている企業729
社に対しておこなわれた投資を分析し、投資ラウンド
の間隔、投資ラウンドの規模について明らかにしたい
と考える。
　ファイナンス分野の経済学者は、投資家の心理に帰
属するような長期にわたる株価の変動を発見した。行
動理論では、投資家は最近の結果を非常によく調べ、
最近のトレンドをよく推定すたりするとしている。結
果的に、過度に楽観的な投資家は失望したり、または
その後の収益が減少したりする。
　さらに筆者は、ベンチャー企業の資金調達と東京中
小企業投資育成株式会社の組織について検討した。日
本の中小企業投資育成会社は、ベンチャーキャピタ
ルと同様なキャピタルゲインを得ていない。IPO後の
ベンチャー企業の大株主として残る例が多い。ベン
チャー企業の出口経営戦略はIPOであるが、中小企業
投資育成会社を含むベンチャーキャピタルの出口経営
戦略もIPOであると考えられる。ベンチャーキャピタ
ルの主たる営業目的は、企業の創業期および発展期に
資金を出資の形態で提供し、その企業が株式公開を果
たすことにより、キャピタルゲインを獲得することで
ある。ベンチャーキャピタルの役割について以下に
提示する。①ベンチャービジネスへの成長資金の提
供、②営業支援のためのコンサルタントサービスの提
供、③経営体制強化のためのコンサルタントサービス
の提供である。これだけ重要な位置につけているベン
図表８　燕三条の企業におけるベンチャーキャピタル出資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ＝90
無回答3社（3.3%）、ある1社（1.1%）、ない84社（93.3%）、どちらでも
ない2社（2.2%）
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チャーキャピタルであるが、燕三条では図表８の状況
となっている。
　ベンチャーキャピタル投資にとって、経験ある人材
こそ、成功のカギである。アメリカでは一人前のベン
チャーキャピタリストになるのに最低10年の経験が必
要だと言われている。親会社の出向人事に頼ってきた
わが国ベンチャーキャピタルの現状を見るとき、悲観
的にならざるを得ないが、ベンチャーファイナンス再
構築のためには、早急に事態の打破が求められる。そ
のためには、ベンチャーキャピタル自体の意識的な体
質改善が必要であり、大学などもそれを支援し、理論
面、具体的ケースの分析を通じて、ベンチャーキャピ
タル投資経験の一般化とその教育に取り組むことが求
められる。（日本経済新聞［2006年９月１日］「試練の
新株市場IPOブームの裏側―硬直化した株s式形成―」
参照）
　本章においてベンチャーキャピタルおよびベン
チャーキャピタルファンドの現状、課題を論じてきた
が、日本のベンチャーキャピタルはアメリカのベン
チャーキャピタルに約25年のノウハウ蓄積の遅れがあ
るが、どのように乗り越えるかが一番の課題である。
現在、日本のベンチャー企業論、ベンチャーキャピタ
ル論の研究は急速に進化している。今、日本でのベン
チャー企業振興は産学官あげて取り組まれており、イ
ンキュベーション施設も全国に設置されている。アメ
リカのベンチャーキャピタルは、日本の金融系ベン
チャーキャピタルのようにスタートアップ期を過ぎ
たアーリーステージ期に投資するのではなく早くから
投資活動をおこなっている。また、単に資金を供給す
るだけでなく、技術と市場のニーズをいかに結びつけ
るかという経営戦略を練っている。今後、日本でのベ
ベンチャーキャピタル1社から1社、2社から0社、3社から0社、無回答0社
1
0
図表９　燕三条の企業がベンチャーキャピタルから
出資を受けているか　　　　　　ｎ＝1
ベンチャーキャピタル何社から出資を受けているか 
???
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図表11　燕三条の企業におけるコアコンピタンス
縦線は、件数、横線は無回答、技術、開発力、品質、人的資源、コスト、サービス、
価格政策、営業力、販売ノウハウ、優良チャネル、製品、その他（メンテ力）
である。
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0
図表10　燕三条の企業がベンチャーキャピタル出資を受けて
いる場合のベンチャーキャピタルの経営母体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ＝１
出資を受けているベンチャーキャピタル上位3社の経営母体
??? ????????????? ???????
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ンチャーキャピタルおよびファンドの成長、シード期
のアントレプレナー、ベンチャー企業への積極的投資
があれば、現在形成されているベンチャー企業クラス
ター地域の京都、浜松のような地域が各地に登場する
と考えられる。
10．環境対応製品開発
　わが国の環境省は2008年度に予算２兆2,141億円を
もち、下水道、産廃物処理施設整備、リサイクル施設、
森林整備、新エネルギー、低公害車の普及、などの事
業をおこなってきた。また、各自治体においても、乗
用車の省エネ、プラグインハイブリッド車の普及、発
行ダイオードの普及、天然ガストラックの利用など環
境対応事業が進んでいる。また、わが国は1970年代の
石油危機以来の省エネ技術および環境対応製品開発技
術の蓄積がある。2008年の世界同時景気後退をうけ、
アメリカでは環境を成長産業の中心に据え資金投入を
2009年２月に議会において決定した。わが国において
も日本版グリーンニューディールを模索している。と
いうことは、環境対応新製品開発のタイミングが合っ
てきていると考える。燕三条の500社における調査で
は環境対応製品開発をしている４社、可能である15社、
合計19社が存在していることが判明した。パーセント
では3.8%であるが、燕三条の企業が約6,000社である
ので、推定開発可能企業は約46社であることが明らか
になった。
　今後は自動車産業においても環境対応部品が重要な
位置を占めると考えられるので、排ガス対応製品、省
図表12　燕三条の企業における環境対応製品開発の可能性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n＝90
無回答3社（3.3%）、はい15社（16.7%）、いいえ28社（40.2%）、すでに
環境対応製品開発している4社（31.1%）、どちらでもない40社（44.4%）
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縦線は件数、横線は金額（単位1,000万円）を示している。
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図表13　燕三条の企業が環境対応製品を開発する際
に必要な資金　　　　　　　　ｎ＝22
環境対応製品開発の際、資金はいくらか 
縦軸は会社数、横軸は必要人員数、1. 無回答4社（18.2%）、2. 50名以下
14社（63.6%）、3. 51～ 100名0社（0%）、4. 101名～150名0社（0%）、
5. 151名～ 200名1社（4.5%）、6. 201名～ 300名0社（0%）、7. 300名
以上0社（0%）、8. その他3社（13.6％）
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図表14　燕三条の企業で環境対応製品開発できると
きに必要となる社員数　　　　　n＝22
環境対応製品開発に何名の社員が必要か
環境対応製品開発に
何名の社員が必要か
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エネ対応製品、電池関係、セラミック関係などに対す
る技術開発を他の地場産業クラスターよりも、早く参
入することが求められる。
　ハイテク企業が求める高度なレアメタル加工技術が
形成されている燕三条の中小企業・ベンチャー企業に
より、環境対応新製品開発ができるかというときに、
基本的要素としてベンチャーキャピタルからの資金調
達およびアントレプレナーシップ（Entrepreneurship:
起業家精神）、社員、提携などが前提条件とされる。
また、レアメタルが多く使用されているパソコン一つ
とっても、液晶パネルのインジウム、リチウムイオン
電池のコバルト、ハードディスクのルテニウム、プリ
ント基盤のタングステン、外枠のマグネシウムなどレ
アメタルが必要となっている。今回の調査においても
必要資金、社員の数などの状況が判明した。
　ここで、燕三条の企業が北九州市のロボット産業と
の提携が可能かを問うたのは、今後の地域産業クラス
ターは地域間の連携なしには発展が見込めないという
考えにおいて設定したのである。各クラスターの得意
分野の連携によってシナジー効果を生みださなければ
ならないと考える。北部九州には自動車産業、半導体
産業、機械産業などの集積があり、福岡と釜山の連携
もすでに始まっている。
　戦略は無意識に策定されるものではない。売上高や
利益が著しく落ちてきた時や、下位の競合企業にシェ
アを逆転された時に、企業は戦略的変革の必要性を認
識することが多い。このような危機に直面してもなお
企業は一般に、業務的変革つまり原価低減と、管理的
変革つまり再組織化によって、短期的に危機を凌ごう
とする。このような近視眼的な対処に熱中しているう
ちに、その企業は競争に敗北してしまうのである。現
代企業が常に戦略的変革を志向しなくてはならない理
由は、戦後の技術の発展と市場の拡大による。「豊か
な社会」は市場の飽和、製品ライフサイクルの短縮化
を招いた。現代企業のマネジメントの最大の課題の一
つは、自社の製品・市場を再編成することである。
　製品・市場の再編成には、拡大化と多角化の二つの
ベクトルがある。製品の市場を開発し、新たな需要を
開拓していこうとする拡大化戦略は、既存の製品を新
規市場に浸透させる（市場開拓戦略）か、既存の市場
に新規製品を投入する（新製品開発戦略）かである。
　これに対して、多角化戦略は新規製品を新規市場に
無回答1社（2.0%）、はい9社（18.0%）、いいえ27社（54.0%)、どちらで
もない13社（26.0%）
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図表15　燕三条の企業が北九州市のロボット産業と
提携が可能か　　　　　　　　　ｎ＝50
北九州市のロボット産業技術などの提携が可能か
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図表16　燕三条の企業が北九州市のロボット産業企業と
提携したときにシナジー効果があるか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n＝13
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投入という従来の二倍のリスクを負うが、既存の製品
や顧客が何らかの理由で無意味になった時のリスク分
散にもなる。企業の発展にとって多角化が大きな曲が
り角になるのは、このためである。企業が多角化の意
思決定をするのは、拡大化だけでは売上高などの目標
が達成できない場合である。あるいは、拡大化よりも
多角化のほうが大きな利益に結びつくと予測される場
合である。多角化がより大きな利益をもたらしやすい
のは、シナジー（synergy：相乗）効果によるところ
が多い。シナジー効果という言葉は「１＋１＝５～７」
という効果を意味している。すなわち、企業が新分野
に進出した時に、新製品・市場が既存の製品・市場と
結合されて、単純な加算以上の相乗効果をもたらすこ
とである。
　燕三条の企業が北九州市のロボット産業企業と提携
したときにシナジー効果があるかという項目の回答は
非常に少なかった。この質問は、他の地域産業クラス
ターとの提携によって不足点を補うこととシナジー効
果を期待した項目の位置づけである。13社の企業はシ
ナジー効果がある提携の可能性をもっていると考え
る。
11．燕三条の業種はなにか
　今回の調査によって燕三条の業種が大きく分かれて
いることが判明した。有効回答企業90社（複数回答）
のうち、自動車産業15社、電気・電子産業13社、航空
機２社、その他が69社となっている。燕三条約6,000
社から推定すると、自動車産業約90社、電気・電子産
業約78社、航空機約12社となる。このことから、世界
中において燃料電池が普及すると考えると、燕三条の
中小企業・ベンチャー企業は環境対応をする必要に迫
られる可能性が非常に高いといえる。燃料電池は水素
と酸素の化学反応を利用して発電する仕組みであり、
発電のときには二酸化炭素（CO2）などの温暖化ガス
を出さないため、地球温暖化対策として利用が期待さ
れている。また、同じ理由で、灯油や都市ガスから水
素を取り出し、発電時の排熱を給湯に使う燃料電池を
中心に導入が進んでいる。（日経産業新聞2007年12月
７日「世界で燃料電池普及なら」参照）
　燕三条における自動車産業との繋がりの深さが、今
回の調査によって見てとれる。国内企業のほとんどと
取引があり、GMとの取引もおこなわれている。自動
車産業は電子部品を中心に多くの部品によって構成さ
れている巨大産業である。自動車産業界は三つの方向
で開発が進められている。環境性能、安全性能、快適
性能であり、その多くが電子部品に支えられているの
が現状である。電子化がどのぐらいの割合になってい
るかというと、一般の乗用車で車両コストに占める電
子部品の割合が約20％、高級車で約30％であるが、ハ
イブリッド車は約50％となっている。
　図表17　自 社 の 業 種　　ｎ＝100　（複数回答）
無回答
航空機
自動車
電気・電子産業
その他
無回答1社（1.0%）、航空機2社（2.0％）、自動車15社（15.0%）、電気・
電子産業13社（13.0%）、その他69社（69.0%）
自社の業種は
1.0％
15.0％
13.0％
69.0％
無回答
2.0％
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図表18　自社の取引先自動車メーカー　　n＝29
ホンダ8社（31.0%）、日産5社（17.2％）、トヨタ3社（10.3%）、富士重・スバル3社（10.3%）、直接でないの
でわからない1社（3.4%）、スズキ1社（3.4%）、自動車メーカーの部品メーカー1社（3.4%）、三菱1社（3.4%）、
ヤマハ1社（3.4%）、日産ディーゼル工業1社（3.4%）、マツダ1社（3.4%）、ＧＭ1社（3.4%）、その他1社（3.4%）
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図表19　自 社 の 製 品 名　　n＝29
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図表20　加工している金属は　n＝145　複数回答
無回答4社（2.8%）、ステンレス51社（35.2％）、チタン14社（9.7%）、
マグネシウム3社（2.1%）、アルミニウム25社（17.2%）、その他（鉄・銅など）
48社（33.1%）
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12．まとめ
　レアメタル都市の燕三条における金属加工技術は、
日本はおろか世界から高い評価を受けている。今回の
調査においても、ステンレス、鉄、銅、アルミニウム、
チタンそして、他では加工のむずかしいマグネシウム
加工がなされていることが判明した。25社が加工して
いるアルミニウムは鉄に比べて軽く、高強度を誇って
いる。マグネシウム、マンガンを添加した合金によっ
て住宅用サッシ、自動車の部品などに多く使用されて
いる。東京のＤ社においては、エコ商品としてマイ箸
を2007年に発売し、売上を伸ばしている。高度な金属
加工技術とマーケティングの融合が必要である。
  近年の環境問題は、オゾン層保護問題、二酸化炭素
排出問題、地球温暖化問題など、様々な問題を抱えて
いる。これらの問題に中小企業は対応しなければなら
ない状況にあるが、環境問題に対する中小企業の意識
は、問題そのものは理解しているが、対策はほど遠い
状況といえる。1992年の第4回モントリオール議定書
締結国会合において、特定フロンとトリクロロエタン
を含む特定物質の全廃を1996年までに達成することが
決定した。特定フロンとトリクロロエタンは、洗浄を
始めとして多岐にわたって使用されてきたのである。
中小企業製造業において、特定フロンとトリクロロエ
タン対策は具体的な対応は大きく進展した。これらの
問題解決には、中小企業製造業は多大な努力と費用を
かけたのである。中小企業は、積極的に環境問題に取
組み、それらを克服してきた実績がある。
　中小企業が避けて通れない問題が地球温暖化対策で
あるが、人類は産業革命以降、世界の人口増加、経済
活動規模の飛躍的な増大を背景に化石燃料の使用増
加、熱帯雨林の伐採等により、二酸化炭素等の温室効
果ガスによる大気中濃度上昇を引き起こした。地球温
暖化の主な原因である二酸化炭素の排出の約80％は石
油・石炭の化石燃料の使用にあると考えられている。
（中小企業庁『図で見る中小企業白書』96頁参照）
　今回の調査期間における世界経済状況は激変した。
2007年からささやかれていたアメリカのサブプライム
ローンの問題が2008年９月17日のリーマンショックに
よって世界同時不況への突入という未曽有の状態と
なった。世界同時不況を乗り切るために、アメリカ・
オバマ大統領は「グリーンニューディール（地球温暖
化対策と景気浮揚を両立させる政策）」を掲げ、これ
まで環境対策に消極的な状況から一転して、環境・エ
ネルギーに政府主導で集中投資をおこない雇用を生み
出す政策をとった。とくに、風力・バイオ・太陽光に
力を入れることを表明している。オバマ政権は議会に
対して総額8,190億ドル（約73兆円）の景気対策を盛
り込んでいる。中心になるのが環境対策事業である。
オバマ政権は今後10年で再生可能エネルギーなどに
1500億ドルを投資して500万人の雇用を確保する政策
を発表した。そして、COP15においても環境対策の
重要性を再度、発表したのである。そこで、「レアメ
タル都市」燕三条における活路が見えてきた思いがあ
る。「ピンチはチャンス」ということで燕三条の再浮
上の時がきたと考える。
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